
　

　

H 24 ～ H 26

①

②

① 施設改修

②
ﾀﾌﾞﾚｯﾄ教室の開

催

③

7,000 7,000人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

従事職員数 人 0.3 0.1 0.1

千円 2,100 700 700 700

0.1

10,700 10,700 10,700一般財源 千円 32,100

そ の 他 千円

起　　債 千円

県補助金 千円
C
の
財
源
内
訳

国補助金 千円

 直接事業費 A 千円 30,000 10,000 10,000 10,000

 総事業費 C（A+B） 千円 32,100 10,700 10,700 10,700

100

成果指標

% 100 83.0 91.0

回 60 20 20 20

単位
全体計画

100 100

24年度

活動指標

％ 100

・町が地域情報格差解消のため整備した41ヶ所の無線LAN施設の維持管理事

業運営の安定化と利用者の増大を図る。

③

利用率

（成果指標名称） （成果指標数値） （指標積算根拠） （目標達成年度）

 対象：誰、何を対象にしているのか  対象指標：対象の大きさを表す指標

 目的：何をしたいのか  成果指標：目的の達成度を表す指標

（目標達成年度）

 事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入  活動指標：事務事業の活動量を表す指標

100％
・無線LAN事業の見直しを行い、施設の安定的な維持・管理が出来るよう施

設の改修・利用率向上のための事業を行う。

　→無線LAN施設の安定稼動のための改修

　→運営・管理マニュアルの作成

　→利用者確保のためのタブレット教室の開催

162

 関連計画 法令・条例規則等

 事務事業ｺｰﾄﾞ 1040101  細目ｺｰﾄﾞ

 基本事業ｺｰﾄﾞ 10401  目ｺｰﾄﾞ 9

 施策ｺｰﾄﾞ 104  項ｺｰﾄﾞ

財務会計の位置付け

 政策ｺｰﾄﾞ 1  款ｺｰﾄﾞ 2

1

108

23

～ 平成平成 24 年度

湯川　直基担当者

（活動指標名称） （活動指標数値） （指標積算根拠）

60回

課　名 まちづくり推進課

課長名 田本　耕一

26

事業種類

100

平成26年度

平成26年度

実績改修費÷

計画改修費

3回×20箇所

100％
実績利用者数÷

目標利用者(300人）
平成26年度

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度以降23年度

 政策名称

 施策名称

 基本事業名称

 事務事業名称

にぎわいを創る地域交流の促進

しまを活性化させる情報基盤づくり

情報通信網等の整備

情報通信基盤構築事業費

課ｺｰﾄﾞ

 （対象2）

無線LAN施設

地区・世帯数

内
訳

 人件費　B

記入日
事  務  事  業  事  前  評  価  表

平成 年度

 （対象1）

継続事業

事業期間

作成年度

年度

総合計画の位置付け

評価対象事業名称 無線LAN施設維持・管理事業

 （対象指標1）

 （対象指標2）

109施設

41地区・2,107世帯

104010109

H23.10.26

コード

計画（PLAN） 

実施（DO） 



　

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

町 の 対 応

   事業内容を見直して事業を実施する

  ●  

住民等の意見

● 次年度以降に計画を見直して実施する

  次年度以降に類似事業と整理統合して実施する

  類似事業と整理統合して実施する

事業費を増額して事業を実施する

  事業費を減額して事業を実施する

計画どおりに事業を実施する

1次 2次 3次

次年度以降に計画どおり実施する 
事
業
採
択
結
果

1次 2次 3次

  

評価項目 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

無線LANサービスの安定的な提供は、利用者からの要望は強く、地域情報格差解消のため実施した事業であり設置者として必ず

実施しなけらばならない。

民間通信事業者の行うサービスがあるが、採算性の問題からサービスの提供がない地区である。

無線LAN施設、事業運営の安定化には効果的であり、安定的なサービスの提供が可能になり地域情報格差の解消につながる。

2次評価

・ブロードバンドサービス未解消対策として実施した事業であるが、運用開始後に不具合が多発している状況である。今後は、

システム安定化、指定管理運営の安定、加入者確保と利用促進などの課題があり、利用率の向上が不可欠である。安定的なサー

ビスの提供及び福祉サービスの導入のための検討・調査・分析をして、経費の節減に努めること。

104010109ｺｰﾄﾞ

  当分の間は実施しない

1

次
評
価

事業の緊急
性・必要性

類似事業との
関連

費用対効果

評価（CHECK） 


